
関東甲信越地区国立大学法人等
職 員 合 同 説 明 会

令和３年４月１０日（土）





我が国の青少年教育のナショナルセンターとして、青少年を巡る
様々な課題へ対応するため、青少年に対し教育的な観点から、より
総合的・体系的な一貫性のある体験活動等の機会や場を提供すると
ともに、青少年教育指導者の養成及び資質向上、青少年教育に関す
る調査及び研究、関係機関・団体等との連携促進、青少年教育団体
が行う活動に対する助成を行い、我が国の青少年教育の振興及び青
少年の健全育成を図ることを目指す。

※「青少年教育」

学校や家庭以外の場で行われる「社会教育」のうち、特に青少年に対する総合的
な人間形成等を目的として行われる教育



１．教育事業

青少年及び青少年教育指導者等を対象とする教育事業の実施

① 青少年教育に関する地域力向上等のためのモデル的事業の開発

② グローバル人材の育成を見据えた国際交流の推進

③ 青少年教育指導者等の養成及び資質の向上

④ 青少年の体験活動等の重要性に係る普及・啓発

⑤ 子供の貧困対策

①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



①モデル的事業の開発

① モデル的事業の開発

①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



④体験活動の普及・啓発 ①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



２．研修支援

青少年及び青少年教育指導者等を対象とする研修に対する支援

① 研修目的の達成に向けた教育指導・助言

② 活動プログラムの提供

①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



３．調査研究

青少年教育に関する基礎的・専門的な調査研究の実施

① 調査及び研究

② 成果の提供

①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



４．子どもゆめ基金助成事業

青少年教育団体が行う活動に対する支援

① 助成事業（民間団体が実施する体験活動や読書活動等への助成）

② 普及啓発

①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



①教育事業
②研修支援
③調査研究
④子どもゆめ基金助成事業



〈事業系業務〉

・教育事業業務

教育事業（企画事業・研修支援・連絡協力促進事業・国際交流事業等）

の企画・実施及び連絡調整等

・助成事業業務

本部の助成業務に係る企画・立案・管理及び調査、助成金の交付に

関する業務および助成事業の審査等

〈管理系業務〉

総務・人事・予算・経理・施設管理および連絡調整等



・企画指導専門職
・事業推進係
・総務係
・管理係



• 常勤職員構成（R2.4.1現在）

46%

17%

26%

5%

1%

5%

プロパー 国立大学等

都道府県等 文部科学省

その他 任期付



• 常勤職員年齢別割合（R2.4.1現在）

20代
19%

30代
27%

40代
29%

50代
20%

60代
5%



■給与

◯ 初任給：月給１８２，２００円（大学卒）

※ 経歴等によって決定されます。

※ 勤務場所によって、これに地域手当が加算されます。

（例：東京都特別区の場合、支給割合は１００分の２０）

◯ 諸手当：扶養手当、住居手当、通勤手当、

超過勤務手当 他

◯ 昇給：年１回（１月）

◯ 賞与：年２回（６月と１２月）

■給与モデル

・ ４年制大学新卒

・ 東京都勤務

・ 独身、一人暮らし の場合

基本給 １８２，２００円

地域手当 ３６，４４０円

住居手当 ２８，０００円（上限）

合計 ２４６，６４０円

＋ 超過勤務手当

－ 各種控除額



■勤務地

機構本部（東京都渋谷区）又は全国２８か所の青少年

教育施設となります。その後の人事異動についても、

原則として地域ブロック内での異動となりますが、勤

務地の希望やキャリアアップのため、地域ブロック外

への異動もあります。

■休日休暇等

○ 完全週休２日、祝日、年末年始

○ 年次有給休暇、産前産後休暇、介護休暇、

リフレッシュ休暇、ボランティア休暇、

子の看護休暇、結婚休暇 他

○ 介護休業、育児休業

■仕事と育児等の両立支援

職員の仕事と育児、介護の両立を支援するための勤務

時間、休暇制度の整備のほか、仕事と育児の両立に関

する相談窓口や相談員を配置するなど、男女問わず仕

事と育児等の両立を支援するための取り組みを行って

います。

■教育制度

新規採用職員研修、係長級研修、若手職員研修、

新任事業系職員研修、安全管理研修、

ハラスメント防止研修 等



☆ 我が国の青少年教育をリードする気概をもち、常に向上心と

チャレンジ精神をもって何事にも取り組める人

☆ 機構職員としての専門性を高めるとともに、自身の将来に

ついてのビジョンを描くことができる人

☆ 当事者視点を欠かさず、課題意識をもって主体的に行動し

業務を遂行できる人

☆ 笑顔で挨拶、そして思いやりの心をもって積極的にコミュニ

ケーションを図り、信頼関係を築くことができる人



※ 第２次選考以降は機構本部（東京都）で

実施します。

※ 詳細が決まり次第、機構HP及びマイナビ上で

公開します。

第２次選考募集期間 ： ７/２４(土)～８月上旬

第２次選考（集団面接等）： ９月上旬

最終選考 （個別面接）： ９月中旬

最終選考結果通知 ： ９月中旬～下旬

国立大学法人等職員採用試験

（統一試験）

募集期間：４月下旬～６月上旬
第１次選考（適性検査、レポート）：６月中旬まで

第２次選考（集団面接等）： ７月中旬

最終選考 （個別面接）： ８月中旬

最終選考結果通知 ： ８月下旬

国立青少年教育振興機構職員採用試験

（独自試験）



すべての仕事が未来を創る子どもたちにつながっています！

子どもたちの社会を生き抜く力を一緒に育んでいきましょう。
志と意欲のある「あなた」の応募を心よりお待ちしています。


